
1 頁

そ

平成20
年度は総合計

の

画のみ

219 294 2

他

41

219 292

実施

　

計画事業のうち成果が

】

上がった事業の割合 %

【

事後評価の結果から算

協

定：（成果があがった

働

事業＋おおむね成果が

：

あがった事業）／その

】

年度の実施計
画事業数

目

×100

80 90 10

的

0

98 86

事務事業（

・

実施計画事業を除く）

目

のうち成果が上がった

標

事業の割合 %

事後評価

事

の結果から算定：（成

業

果があがった事業＋お

の

おむね成果があがった

概

事業）／その年度の事

要

務事
業数（実施計画事業を除く）×100

80 90

99 100

②：若干遅れている

事業検証を行う事務事業については、対象を限定したため

財務会計システム内の行政評価システムを活用して、行政評価を実施しました。平成２１年度からは、総合計画とともに行政改
革実施計画事業の事業評価を行い、結果を公表しました。実施計画の進行管理の透明性を確保するとともに、予算編成との連動
を図り、実行性を確保しました。

Ａ：成果があがった

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

19年度 平成20年度

.

平成21年度 平成22

事

年度 平成23年度 平成

業

24年度 平成25年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成19年度 平成20

付

年度 平成21年度 平成

け

22年度 平成23年度

事

平成24年度 平成25

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成19年度 平成

名

20年度 平成21年度

事

平成22年度 平成23

業

年度 平成24年度 平成

担

25年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成21年

科

度の主な取組と成果

平

目

成21年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成21年度分) 頁

行政

種

評価システム運用事業

類

企画部　行財政改革推

ハ

進課

00－xxxxx ーx－xx0000 ○ ●ド

13 市民の視点に立ち

ソ

、成果を重視した行政

フ

経営を展開するために

ト

行政改革の
01 市民の

根

視点に立ち、成果を重

拠

視した行政経営を展開

法

するために
位置付け

0

令

2 成果重視の行政運営

等

          対    ～ 平成２２年象 度

□ □ □ □

市政の透明

・

性が高まり信頼される

受

行政運営が図られてお

益

り、市 市民の視点に立

者

ち成果を重視した行政

事

経営を展開するため、

業

行
民ニーズ、行政の現

期

状や課題が把握され、

間

効果・効率的な行政 政

委

評価システムを運用し

託

ます。
運営が展開され

、

ています。また、職員

協

の意識改革により課題

働

を
解決する能力が身に

【

つき説明責任が徹底さ

委

れています。　

事業検

託

証を行った事業数（総

：

合計画実施計画事業を

3

除く） 事業

事業検証を

セ

行った事務事業の数

6

ク

63 660

631 29

・

0

実施計画事業評価を

財

行った事業数（総合計

団

画・行政改革の実施計

企

画事業） 事業

事業評価

業

を行った実施計画事業

Ｎ

の数（平成23年度以

Ｐ

降の事業数は計画策定

Ｏ

前のため参考表記）※



2 頁

位

ート入力、理事シート

施

入力、理事

者ヒアリン

策

グ、予者ヒアリング、

へ

予者ヒアリング、予者

の

ヒアリング、予

算化（

貢

予算編成・算化（予算

献

編成・算化（予算編成

高

・算化（予算編成・

市

市

議会上程） 市議会上程

民

） 市議会上程） 市議会

満

上程）

0 0 0 0 0 0 0

足

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

度

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

を

0

0 0 0 0 0 0 0

0 0

高

0 0 0 0 0

0.00 0

め

.00 0.00

0.0

る

0 0.55 0.52 0

方

.52 0.52 0.0

策

0 0.00

0.00 0

業

.00 0.00 0.0

有

0 0.00 0.00 0

効

.00

0 4,616 4

性

,346 4,295 4

継

,295 0 0

0 4,6

続

16 4,346 4,2

に

95 4,295 0 0

●

よ

○ ○ ○ ○ ○ ○

平成１９

る

年度から平成２１年度

成

を導入期としてスター

果

トした行政評価も、平

向

成２２年度からは充実

上

期となりました。行政

の

評価の
運用が確立され

可

ましたので、今後は事

能

業の進行管理を実施し

性

つつ、業務改善を行う

低

ツールとして運用する

そ

ために、事務事業とし

の

て展開していきます。

他

ＰＤＣＡサイクルを確

事

認し、課題に対する改

業

善策がどのように活か

の

されたかを明らかにし

目

ていきます。

行政評価

的

の円滑な運用によって

､

、最小の経費で最大の

対

効
果が挙げられるよう

象

に、評価結果を事業の

､

見直しや次年
度予算に

内

反映していきます。

容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平

項

成22年度 平成23年

目

度 平成24年度 平成2

分

5年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成23年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成23年度の取

の

組方針

課長コメント

■
抽

事業ごとに設定した活

出

動指標、成果指標に基

総

づく評価結
●□ 果を公

合

表することで、市政の

評

透明性を高め、信頼さ

価

れる

■ 行政運営が図ら

市

れます。 ○
□
□ 市民ニ

民

ーズを把握するととも

ニ

に、行政の現状を認識

ー

し、
●■ 行政課題を把

ズ

握することで、一層効

高

率的、効果的な行政

■

事

運営が図られます。 ○

業

□
■ 職員の意識改革が

目

図られ、仕事の目的・

的

成果や、仕事に
●

□ か

の

かる費用を意識し、課

達

題を解決する能力が身

成

に付きま
○

□ す。
○

□

状

■ 実施計画の進行管理

況

の透明性を確保すると

必

ともに、予算
○

□ 編成

要

との連動を図ることで

性

、実施計画の実効性を

市

確保し
●

□ ます。
○

□

の

実施計画事業について

関

は、成果指標及び活動

与

指標に基づく評価を行

の

っていますが、数値に

必

よる指標の設定が困難

要

で、評価そのも
のが難

性

しい事業もあります。

低

また、社会経済情勢の

事

変化や市民ニーズの多

そ

様化による事業の取捨

の

選択を行う必要があり

他

ます。

シート入力、理

上

事シート入力、理事シ



1 頁

そ

などの歳入が減少した

の

ため

公債費は５３億８

他

千万円で前年度並みと

　

しましたが、景気後退

】

により法人市民税が大

【

幅に減少したこと及び

協

市営住宅や公民館の
建

働

替などの投資的経費の

：

増加により、市債発行

】

額が５９億円となり公

目

債費を上回りました。

的

経常収支比率は経常経

・

費の抑制に努
めました

目

が、分母となる経常一

標

般財源が減少した結果

事

９２％となりました。

業

また、元利償還金の減

の

少などにより、実質公

概

債費比
率は４．４％で

要

した。

Ｂ：おおむね成果があがった

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

19年度 平成20年度

.

平成21年度 平成22

事

年度 平成23年度 平成

業

24年度 平成25年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成19年度 平成20

付

年度 平成21年度 平成

け

22年度 平成23年度

事

平成24年度 平成25

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成19年度 平成

名

20年度 平成21年度

事

平成22年度 平成23

業

年度 平成24年度 平成

担

25年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成21年

科

度の主な取組と成果

平

目

成21年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成21年度分) 頁

財政

種

の健全性維持事業

企画

類

部　財政課

00－xx ハxxxx－xx000 ー0 ○ ●

13 市民の視点

ド

に立ち、成果を重視し

ソ

た行政経営を展開する

フ

ために
行政改革の

01

ト

市民の視点に立ち、成

根

果を重視した行政経営

拠

を展開するために
位置

法

付け
02 成果重視の行

令

政運営

市民

□ □ □ □

経

等

常収支比率が80％～

対

90％未満、実質公債

象

費比率が10％台で推

・

行政改革実施計画の着

受

実な推進により、経常

益

収支比率、実質公
移し

者

、財政の健全性が維持

事

されています。 債費比

業

率などの指標を適正な

期

範囲内に維持します。

間

市債と公債費のバラン

委

スの維持 ％

市債発行額

託

を原則として公債費の

、

範囲内とする。

100

協

100 100 100 1

働

00 100

100 11

【

0

- -

- - - -

経常収

委

支比率80％～90％

託

未満 ％

経常一般財源の

：

確保に努めるとともに

3

、経常的経費の抑制に

セ

努める。

85 85 85

ク

85 85 85

89 92

・

実質公債費比率10％

財

台 ％

将来の負担を十分

団

考慮して、市債の発行

企

や債務負担行為の設定

業

を行う。

10 10 10

Ｎ

10 10 10

5.1 4

Ｐ

.4

②：若干遅れてい

Ｏ

る

景気後退により市税



2 頁

位

市債発行･債 正な市債

施

発行･債 正な市債発行

策

･債 正な市債発行･債

へ

務負担行為の設定務負

の

担行為の設定務負担行

貢

為の設定務負担行為の

献

設定務負担行為の設定

高

務負担行為の設定

0 0

市

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

民

0 0

0 0 0 0 0 0 0

0

満

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

足

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

度

0.00 0.00 0.

を

00

0.00 0.35

高

0.35 0.35 0.

め

35 0.35 0.35

る

0.00 0.00 0.

方

00 0.00 0.00

策

0.00 0.00

0 2

業

,937 2,925 2

有

,891 2,891 2

効

,891 2,891

0

性

2,937 2,925

継

2,891 2,891

続

2,891 2,891

に

● ○ ○ ○ ○ ○ ○

市債発

よ

行額は公債費の範囲内

る

であり、経常収支比率

成

、実質公債費比率の指

果

標の数値の維持を目標

向

にします。

収入の確保

上

と経常的経費の抑制、

の

適正な市債発行･債務

可

負担行為の設定による

能

効率的な財政運営によ

性

り財政の健全化を維持

低

しま
す。

扶助費等社会

そ

保障関係費をはじめ歳

の

出の増加要因がある
一

他

方、税収等の増加が望

事

めないことから、厳し

業

い財政状
況が予測され

の

ますが、歳入確保とさ

目

らなる歳出削減に向
け

的

た財政運営を行ってい

､

きます。

対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平

項

成22年度 平成23年

目

度 平成24年度 平成2

分

5年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成23年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成23年度の取

の

組方針

課長コメント

■
抽

適切な公共サービスを

出

提供し、将来世代に過

総

度な負担を
●□ 残さな

合

いためには、効率的な

評

財政運営により財政の

価

健全

□ 性を維持する必

市

要があります。 ○
■
□

民

財政の健全性を維持す

ニ

ることにより、安定し

ー

て行政サー
●■ ビスを

ズ

継続し、市民満足度の

高

高い事業を行うことが

事

可能

■ となります。 ○

業

■
■ 市民が客観的に判

目

断できる代表的な財政

的

指標により、財
●

□ 政

の

状況について明らかに

達

します。
○

□
○

□
□ 経

成

常的経費を抑制し、最

状

小の経費で最大の効果

況

を挙げる
○

□ 事業展開

必

が求められています。

要

●
□

○
■

経常収支比率

性

や実質公債費比率など

市

の代表的な財政指標の

の

健全性維持が課題とな

関

っています。

収入の確

与

保と経常収入の確保と

の

経常収入の確保と経常

必

収入の確保と経常収入

要

の確保と経常収入の確

性

保と経常

的経費の抑制

低

、適的経費の抑制、適

事

的経費の抑制、適的経

そ

費の抑制、適的経費の

の

抑制、適的経費の抑制

他

、適

正な市債発行･債

上

正な市債発行･債 正な



1 頁

そ

おり

『仕事の点検作業

の

』を平成21年8月2

他

9日（土）に実施しま

　

した。行政改革をすす

】

める視点と市民の視点

【

をより重視したいとい

協

う
考え方に基づいて評

働

価者を選定した結果、

：

「不要」が5事業、「

】

市以外が実施」が1事

目

業、「事業内容等の見

的

直し」が4事業、「
現

・

行どおり」が4事業と

目

なりました。この結果

標

を受けた事業見直しに

事

よる効果は、平成21

業

年度当初予算ベースに

の

よる試算で56,09

概

2千円となりました。

要

Ａ：成果があがった

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

19年度 平成20年度

.

平成21年度 平成22

事

年度 平成23年度 平成

業

24年度 平成25年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成19年度 平成20

付

年度 平成21年度 平成

け

22年度 平成23年度

事

平成24年度 平成25

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成19年度 平成

名

20年度 平成21年度

事

平成22年度 平成23

業

年度 平成24年度 平成

担

25年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成21年

科

度の主な取組と成果

平

目

成21年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成21年度分) 頁

事業

種

選択手法導入事業

企画

類

部　行財政改革推進課

ハ00－xxxxxx－ ーxx0000 ○ ●

13

ド

市民の視点に立ち、成

ソ

果を重視した行政経営

フ

を展開するために
行政

ト

改革の
01 市民の視点

根

に立ち、成果を重視し

拠

た行政経営を展開する

法

ために
位置付け

02 成

令

果重視の行政運営

市  

等

          対   ～ 平成２１年度象

□ □ □ □

市政のスリム

・

化や事業の効率化など

受

が図られ、公共サービ

益

スの 市民の視点に立ち

者

成果を重視した行政経

事

営を展開するため、行

業

改革が着実に進んでい

期

ます。 政評価システム

間

と連動した事業の仕分

委

けの手法を活用し、事

託

業
選択を行います。

導

、

入進捗率 %

平成20年

協

度：事業選択手法の検

働

討40%、平成21年

【

度：対象事業・評価組

委

織の検討50%、平成

託

22年度：導入
10％

：

40 90 100 -

40

3

100

「事業選択」の

セ

対象事業数 事業

「事業

ク

選択」の対象事業とし

・

て、各課提案された事

財

業の中から選考した事

団

業数

- 20 14

- 14

企

見直された事業数 事業

業

「事業選択」の結果を

Ｎ

踏まえ、見直された事

Ｐ

業数

- - 5

- 11

- -

Ｏ

- - - -

-

①：予定ど



2 頁

位

0

0 0 0 0 0 0 0

0 0

施

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0

策

0 0

0.00 0.00

へ

0.00

0.00 0.

の

35 0.47 0.00

貢

0.00 0.00 0.

献

00

0.00 0.00

高

0.00 0.00 0.

市

00 0.00 0.00

民

0 2,937 3,92

満

8 0 0 0 0

0 2,93

足

7 3,928 0 0 0 0

度

○ ○ ○ ○ ○ ● ○

事業の

を

導入は、平成21年度

高

の実施をもって終了と

め

します。平成22年度

る

からは、『事業選択手

方

法活用事業』として協

策

働経営プラン
に位置付

業

け、より効果的な事業

有

の実施を図っていきま

効

す。

初めての試みとし

性

ては、大きな成功だっ

継

たと考えていま
す。今

続

後の実施に当たっては

に

、評価者への説明会等

よ

の充
実にも努めます。

る成果向上の可能性 低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平

項

成22年度 平成23年

目

度 平成24年度 平成2

分

5年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成23年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成23年度の取

の

組方針

課長コメント

□
抽

厳しい財政状況の中で

出

、限られた人材・財源

総

を有効に活
●□ 用して

合

、より一層効果的・効

評

率的な行政運営を行う

価

こと

■ が求められてい

市

ます。 ○
□
□ 外部評価

民

において、事業の必要

ニ

性や実施主体等、今後

ー

の
●■ 事業の方向性に

ズ

ついて、より市民の視

高

点に立った意見が

□ 得

事

られます。 ○
□
■ 行政

業

内部ではない、外部の

目

視点となる市民等の意

的

見・要
●

□ 望を行政サ

の

ービスに反映すること

達

で、より効率的、効果

成

○
□ 的な行政サービス

状

を実現します。
○

□
□

況

対象事業の抽出方法や

必

外部評者の選定など、

要

実施結果が
○

□ より効

性

果的に結びつく手法を

市

検討します。
●

□
○

■

の

点検作業の結果を受け

関

た事業の見直しにあた

与

っては、十分な説明責

の

任が果たせるように検

必

討していきます。また

要

、事業は公開で
行いま

性

すので、より有効な周

低

知方法を検討していき

事

ます。

事業選択手法の

そ

検対象事業・評価組

討

の

織の検討、導入・

検証

他

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

上

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0



1 頁

そ

果があがった

の他　】 【協働： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

19年度 平成20年度

.

平成21年度 平成22

事

年度 平成23年度 平成

業

24年度 平成25年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成19年度 平成20

付

年度 平成21年度 平成

け

22年度 平成23年度

事

平成24年度 平成25

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成19年度 平成

名

20年度 平成21年度

事

平成22年度 平成23

業

年度 平成24年度 平成

担

25年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成21年

科

度の主な取組と成果

平

目

成21年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成21年度分) 頁

人事

種

評価システム充実事業

類

総務部　職員課

00－ ハxxxxxx－xx0 ー000 ○ ●

13 市民の

ド

視点に立ち、成果を重

ソ

視した行政経営を展開

フ

するために
行政改革の

ト

01 市民の視点に立ち

根

、成果を重視した行政

拠

経営を展開するために

法

位置付け
02 成果重視

令

の行政運営

職員

□ ■ □

等

□

職員の能力や業績を

対

適正に評価することに

象

より、成果重視の行 成

・

果重視の行政運営を図

受

るため、人事評価シス

益

テムを段階的に
政運営

者

が図られています。 導

事

入し、充実します。

評

業

価者及び被評価者研修

期

の実施回数 回

評価者及

間

び被評価者研修を実施

委

することにより人事評

託

価システムの理解を深

、

め、適正に運用する。

協

2 2 8 8 8 8

8 7

- -

働

- - - - -

公平・公正

【

な評価が行われている

委

と感じている職員の割

託

合 %

人事評価システム

：

の運用に関して職員ア

3

ンケートを実施して把

セ

握する。

70 75 80

ク

85 85 90

－ 96

-

・

-

- - - - -

①：予定

財

どおり

試行を実施する

団

中で、課題の把握とそ

企

の対応ができました。

業

また、評価者研修・被

Ｎ

評価者研修を実施する

Ｐ

ことで、制度の理解が

Ｏ

深まりました。

Ａ：成



2 頁

位

の実施

0 0 0 0 0 0 0

施

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

策

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

へ

0

0 0 0 0 0 0 0

0 0

の

0 0 0 0 0

0.00 0

貢

.00 0.00

0.0

献

0 0.70 0.59 0

高

.59 0.59 0.5

市

9 0.59

0.00 0

民

.00 0.00 0.0

満

0 0.00 0.00 0

足

.00

0 5,874 4

度

,931 4,873 4

を

,873 4,873 4

高

,873

0 5,874

め

4,931 4,873

る

4,873 4,873

方

4,873

● ○ ○ ○ ○

策

○ ○

人事評価システム

業

が本格実施され、評価

有

者・被評価者に対する

効

制度理解を進めるとと

性

もに、公平・公正に評

継

価されていると感じ
る

続

職員の割合を高めてい

に

きます。

評価者（研修

よ

既受講者など）に対す

る

るフォロー研修を実施

成

するなど、人事評価シ

果

ステムの的確な運用に

向

努めていきます。

平成

上

２３年度の処遇への反

の

映に向け、検討を進め

可

ます。

能性 低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平

項

成22年度 平成23年

目

度 平成24年度 平成2

分

5年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成23年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成23年度の取

の

組方針

課長コメント

□
抽

業績や能力による評価

出

をするためには、評価

総

者と被評価
●■ 者の間

合

でコミュニケーション

評

高めることが重要であ

価

り、

□ 事業の必要性は

市

高いと考えます。 ○
□

民

□ 新たな評価者や被評

ニ

価者への研修を実施す

ー

ることで制度
●□ の理

ズ

解が図られるため、有

高

効性は高いと考えます

事

。

■ ○
□
■ 公平・公正

業

な評価していくことは

目

人材育成の面からも必

的

●
□ 要であり、妥当性

の

は高いと考えます。
○

達

□
○

□
□ 納得性が高く

成

、適正な評価を目指す

状

ほど、効率性は低く
○

況

□ なると考えます。
●

必

□
○

■

平成２２年度か

要

ら一部本格実施し、処

性

遇への反映へ向けて検

市

討します。

システム試

の

行、評システム施行、

関

評システムの運用、シ

与

ステムの運用、システ

の

ムの運用、システムの

必

運用、

価者・被評価者

要

研価者・被評価者研評

性

価者・被評価者処遇へ

低

の反映、評処遇への反

事

映、評評価者・被評価

そ

者

修の実施 修の実施 研

の

修の実施 価者・被評価

他

者研価者・被評価者研

上

研修の実施

修の実施 修



1 頁

そ

施した施設数 施設

- -

の

10 - -

- 7

- -

- -

他

- - -

①：予定どおり

　

モニタリングの基本と

】

なる指針を定め、指定

【

管理者制度導入施設に

協

対し、指定管理者、所

働

管課による評価、外部

：

委員（有識者含
む）に

】

よる評価を実施しまし

目

た。

Ａ：成果があがっ

的

た

・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

19年度 平成20年度

.

平成21年度 平成22

事

年度 平成23年度 平成

業

24年度 平成25年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成19年度 平成20

付

年度 平成21年度 平成

け

22年度 平成23年度

事

平成24年度 平成25

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成19年度 平成

名

20年度 平成21年度

事

平成22年度 平成23

業

年度 平成24年度 平成

担

25年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成21年

科

度の主な取組と成果

平

目

成21年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成21年度分) 頁

指定

種

管理者制度導入施設の

類

外部評価制度導入事業

ハ

企画部　行財政改革推

ー

進課

00－xxxxx ドx－xx0000 ○ ● ソ

13 市民の視点に立ち

フ

、成果を重視した行政

ト

経営を展開するために

根

行政改革の
01 市民の

拠

視点に立ち、成果を重

法

視した行政経営を展開

令

するために
位置付け

0

等

2 成果重視の行政運営

対

指定管理者制度導入施

象

設のモニタリング指針

・ 市民、利用者     受          ～益  平成２１年度

□ □ □

者

□

指定管理者制度を導

事

入した施設における、

業

管理運営の適切な執 指

期

定管理者制度のモニタ

間

リングについて、アウ

委

トソーシング品
行を図

託

るため、外部の目線か

、

ら検証を行う仕組みが

協

整備され、 質基準の策

働

定と運用の一部として

【

、外部から評価を得る

委

制度を
外部評価によっ

託

て、適切な執行や透明

：

性等が確保されていま

3

す 実施するため、検討

セ

し、実施していきます

ク

。
。

策定・運用の進捗

・

状況 %

平成20年度：

財

検討30％、平成21

団

年度：詳細検討・評価

企

者選定40％、平成2

業

2年度：外部評価実施

Ｎ

30％

30 70 100

Ｐ

- -

30 100

- -

-

Ｏ

- - - -

外部評価を実



2 頁

位

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

施

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

策

0

0.00 0.00 0

へ

.00

0.00 0.3

の

5 0.27 0.00 0

貢

.00 0.00 0.0

献

0

0.00 0.00 0

高

.00 0.00 0.0

市

0 0.00 0.00

0

民

2,937 2,257

満

0 0 0 0

0 2,937

足

2,257 0 0 0 0

○

度

○ ○ ○ ○ ● ○

平成21

を

年度に外部評価を実施

高

したため、導入事業と

め

しては終了します。

平

る

成21年度は、指定管

方

理者自身による評価、

策

所管課によ
る評価及び

業

外部評価を実施しまし

有

た。今後は評価結果を

効

踏まえ、市民サービス

性

の向上等を図ります。

継続による成果向上の可能性 低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平

項

成22年度 平成23年

目

度 平成24年度 平成2

分

5年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成23年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成23年度の取

の

組方針

課長コメント

□
抽

公の施設において、指

出

定管理者が行う業務水

総

準の維持向
●□ 上は、

合

市の責務であり、その

評

チェック機能であるモ

価

ニタ

□ リングの必要性

市

は重要です。 ○
■
□ 指

民

定管理者制度の導入の

ニ

主な目的の一つは市民

ー

サービス
●■ の向上で

ズ

あり、施設の運営状況

高

の改善、向上を目的と

事

す

□ るモニタリングの

業

実施は有効です。 ○
□

目

■ 市の統一したモニタ

的

リングにより、指定管

の

理者制度が目
●

□ 指す

達

、市民サービスの向上

成

、施設運営経費の削減

状

等が公
○

□ 平な視点で

況

見ることができます。

必

○
□
■ 統一したモニタ

要

リング制度を確立する

性

ことで、各施設ご
●

□

市

とに実施していたモニ

の

タリングが効率的に実

関

施できます
○

□ 。
○

□

与

モニタリングの精度を

の

高めるとともに、その

必

結果を有効に活用して

要

いくことが、今後の課

性

題です。

指定管理者制

低

度導指定管理者制度導

事

入施設の外部評価入施

そ

設の外部評価

制度の検

の

討 制度の改善、実施

0

他

0 0 0 0 0 0

0 0 0 0

上

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0



1 頁

そ

業に５人の応募があり

の

ました。そのうち２人

他

を選考し、平
成２２年

　

に配置する予定です。

】

Ｃ：十分に成果をあげ

【

ることができなかった

協働： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

19年度 平成20年度

.

平成21年度 平成22

事

年度 平成23年度 平成

業

24年度 平成25年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成19年度 平成20

付

年度 平成21年度 平成

け

22年度 平成23年度

事

平成24年度 平成25

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成19年度 平成

名

20年度 平成21年度

事

平成22年度 平成23

業

年度 平成24年度 平成

担

25年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成21年

科

度の主な取組と成果

平

目

成21年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成21年度分) 頁

人事

種

配置庁内チャレンジ公

類

募推進事業

総務部　職

ハ

員課

00－xxxxx ーx－xx0000 ○ ●ド

13 市民の視点に立ち

ソ

、成果を重視した行政

フ

経営を展開するために

ト

行政改革の
01 市民の

根

視点に立ち、成果を重

拠

視した行政経営を展開

法

するために
位置付け

0

令

2 成果重視の行政運営

等

職員

□ □ □ □

部の目標

対

達成に向けて、必要な

象

人材の配置に部長の人

・

事裁量権 部の目標を達

受

成するため、部長の人

益

事裁量権により、部内

者

の職
を拡大することで

事

、庁内分権が推進され

業

ています。 員を効率的

期

・重点的に配置すると

間

ともに、部外からの一

委

時的な
職員配置につい

託

て人事裁量権を拡大し

、

ます。

庁内公募の応募

協

者数 人

新たな事業に関

働

心を持ち、積極的に取

【

り組む職員の数

10 1

委

0 10 15 15 15

7

託

5

- -

- - - - -

庁内

：

公募による職員配置数

3

人

各部長からの要請に

セ

基づき庁内公募により

ク

配置した職員数

- 5 5

・

5 5 5

－ 2

- -

- - -

財

- -

③：遅れている

部

団

長からの公募ポストの

企

提案数が少なかったこ

業

とによるものです。

部

Ｎ

長から職員公募にふさ

Ｐ

わしいポストについて

Ｏ

報告があり、その２事



2 頁

位

0 0

0.00 0.00

施

0.00

0.00 0.

策

15 0.10 0.10

へ

0.10 0.10 0.

の

10

0.00 0.00

貢

0.00 0.00 0.

献

00 0.00 0.00

高

0 1,259 836 8

市

26 826 826 82

民

6

0 1,259 836

満

826 826 826 8

足

26

● ○ ○ ○ ○ ○ ○

事

度

業実施１年目であり、

を

職員公募に適した事務

高

事業数の報告の推移を

め

見守りながら事業展開

る

を図ります。

部長に対

方

して事業の理解を深め

策

ていきます。

部長から

業

の公募ポストの提案が

有

しやすいように、事業

効

へ
の理解を求めていき

性

ます。

継続による成果向上の可能性 低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平

項

成22年度 平成23年

目

度 平成24年度 平成2

分

5年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成23年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成23年度の取

の

組方針

課長コメント

□
抽

職員の勤務意欲を向上

出

させるためにも、必要

総

性は高いと
●■ 思われ

合

ます。

□ ○
□
□ 公募に

評

ふさわしい事務事業が

価

多くなることで、職員

市

個々
●□ の能力開発に

民

も有効であると思いま

ニ

す。

■ ○
□
■ 人材育成

ー

の観点からも、妥当性

ズ

の高い事業であるとい

高

え
●

□ ます。
○

□
○

□

事

□ 事業を継続すること

業

で、より効率的な事業

目

運営が図られ
●

□ ます

的

。
○

□
○

■

事業を継続

の

するためには、部長に

達

事業の認識を深めても

成

らう必要があります。

状

部内における柔軟部内

況

における柔軟部内にお

必

ける柔軟部内における

要

柔軟部内における柔軟

性

部内における柔軟

な職

市

員配置、庁内な職員配

の

置、庁内な職員配置、

関

庁内な職員配置、庁内

与

な職員配置、庁内な職

の

員配置、庁内

公募によ

必

る職員配公募による職

要

員配公募による職員配

性

公募による職員配公募

低

による職員配公募によ

事

る職員配

置 置 置 置 置 置

そ

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

の

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

他

0

0 0 0 0 0 0 0

0 0

上

0 0 0 0 0

0 0 0 0 0



1 頁

その他　】 【協働： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

19年度 平成20年度

.

平成21年度 平成22

事

年度 平成23年度 平成

業

24年度 平成25年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成19年度 平成20

付

年度 平成21年度 平成

け

22年度 平成23年度

事

平成24年度 平成25

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成19年度 平成

名

20年度 平成21年度

事

平成22年度 平成23

業

年度 平成24年度 平成

担

25年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成21年

科

度の主な取組と成果

平

目

成21年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成21年度分) 頁

職員

種

提案推進事業

企画部　

類

企画課

01－0201 ハ06－030000 ○ ー ●

13 市民の視点に立

ド

ち、成果を重視した行

ソ

政経営を展開するため

フ

に
行政改革の

01 市民

ト

の視点に立ち、成果を

根

重視した行政経営を展

拠

開するために
位置付け

法

02 成果重視の行政運

令

営

職員        

等

      ～ 平成対 ２１年度

□ □ □ □

職員

象

提案制度を通じて職場

・

での活発な意見交換や

受

改善活動を促 政策に関

益

する提案、事務改善に

者

関する提案などについ

事

て、新た
進することに

業

より、事務改善や市民

期

サービスの向上が図ら

間

れて な発想や考え方を

委

幅広く募集するため、

託

優秀な提案については

、

います。 褒賞を行うと

協

ともに部長会議等で提

働

案者によるプレゼンテ

【

ーシ
ョンを行います。

委

職員提案件数 件

平成２

託

１年度は職員提案及び

：

業務改善の件数

50 5

3

5

86 95

職員提案実

セ

施率 ％

－

35 40

33

ク

33

①：予定どおり

新

・

たな制度（職員提案制

財

度及び業務改善制度）

団

を開始し、９５件の職

企

員提案・業務改善が提

業

出され、５３件につい

Ｎ

て表彰を行い
ました。

Ｐ

Ｂ：おおむね成果があ

Ｏ

がった



2 頁

位

.00 0.00 0.0

施

0 0.00 0.00 0

策

.00 0.00

0 6,

へ

294 4,596 0 0

の

0 0

0 6,357 4,

貢

653 0 0 0 0

○ ○ ○

献

○ ○ ○ ●

平成２１年度

高

から新たな制度の開始

市

に伴い、平成２２年度

民

から「職員提案・業務

満

改善推進事業」を計画

足

に位置付け、本事業を

度

こ
の事業に統合しまし

を

た。

新たな制度に更に

高

多くの職員が参加し、

め

職員の仕事に対
する意

る

識の改革や職場の活性

方

化を図り、更なる行政

策

運営
の効率化、市民サ

業

ービスの向上につなげ

有

たいと考えます
。

効性
継続による成果向上の可能性 低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平

項

成22年度 平成23年

目

度 平成24年度 平成2

分

5年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成23年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成23年度の取

の

組方針

課長コメント

□
抽

職員の柔軟な発想を行

出

政運営に生かすことに

総

よって、市
●■ 民の期

合

待に応えていくことが

評

できます。

■ ○
□
□ 自

価

由な発想を職場に生か

市

すことによって、職場

民

や事務事
●■ 業そのも

ニ

のが活性化し、市民サ

ー

ービスの向上を支える

ズ

力

■ となります。 ○
□

高

■ 全職員の頭脳による

事

発想なので原資は無限

業

大ですが、制
○

□ 度の

目

妥当性は実現性の高い

的

提案の有無にかかって

の

います
●

□ 。
○

□
■ 公

達

正な審査方法と褒賞基

成

準は、必要に応じて見

状

直し・検
○

□ 討を行い

況

ます。
●

□
○

□

新たな

必

制度について、更に多

要

くの職員が参加する工

性

夫が必要です。

庁内周

市

知、強調月庁内周知、

の

強調月

間の設定、実施

関

状間の設定、実施状

況

与

把握と未実施提況把握

の

と未実施提

案の研究 案

必

の研究

0 0 0 0 0 0 0

要

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

性

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

低

0

0 63 57 0 0 0 0

事

0 63 57 0 0 0 0

0

そ

.00 0.00 0.0

の

0

0.00 0.75 0

他

.55 0.00 0.0

上

0 0.00 0.00

0



1 頁

そ

市民の割合

- - - 70

の

80 90

①：予定どお

他

り

職員の資質向上を図

　

るため、平塚市職員育

】

成基本方針に沿った職

【

員研修を実施しました

協

。

Ａ：成果があがった

働： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

19年度 平成20年度

.

平成21年度 平成22

事

年度 平成23年度 平成

業

24年度 平成25年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成19年度 平成20

付

年度 平成21年度 平成

け

22年度 平成23年度

事

平成24年度 平成25

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成19年度 平成

名

20年度 平成21年度

事

平成22年度 平成23

業

年度 平成24年度 平成

担

25年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成21年

科

度の主な取組と成果

平

目

成21年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成21年度分) 頁

職員

種

研修事業

総務部　職員

類

課

01－020101 ハ－070000 ○ ●

1

ー

3 市民の視点に立ち、

ド

成果を重視した行政経

ソ

営を展開するために
行

フ

政改革の
01 市民の視

ト

点に立ち、成果を重視

根

した行政経営を展開す

拠

るために
位置付け

02

法

成果重視の行政運営

地令 方公務員法など

職員

■

等

■ □ ■ 大学など

地方公

対

務員法第39条の規定

象

に基づき、平塚市職員

・

育成基本方針 研修計画

受

に従い、職員の資質向

益

上を図るため、効率的

者

かつ効果
に掲げた職員

事

像の具現化を目指し、

業

職務遂行上必要な知識

期

や技 的な職員研修を実

間

施します。
能の習得を

委

図ります。

研修ニーズ

託

の把握数量 件

研修受講

、

報告書や、職員アンケ

協

ートなどの件数

100

働

1,000 1,000

【

508 1,071

研修

委

ニーズの把握方法 件

様

託

々な手段による的確な

：

研修ニーズの把握

1 3

3

1

1 1

研修内容につい

セ

て満足・理解している

ク

職員の割合 %

研修受講

・

報告書により満足度・

財

理解度を自己評価する

団

。

85 90 95 95 9

企

5 95

88 88

職員の

業

しみの応対に満足して

Ｎ

いる市民の割合 %

市民

Ｐ

アンケートにより職員

Ｏ

の応対に満足している



2 頁

位

集合研修場研修、集合

施

研修場研修、集合研修

策

場研修、集合研修

、派

へ

遣研修の充実、派遣研

の

修の充実、派遣研修の

貢

充実、派遣研修の充実

献

、派遣研修の充実、派

高

遣研修の充実

0 0 0 0

市

0 0 0

0 0 0 0 0 0 0

民

0 0 0 0 0 0 0

0 19

満

7 157 346 346

足

346 346

0 15,

度

520 13,841 1

を

5,012 17,72

高

1 17,721 17,

め

721

0 15,717

る

13,998 15,3

方

58 18,067 18

策

,067 18,067

業

0.00 0.00 0.

有

00

0.00 1.55

効

1.38 1.38 1.

性

98 1.98 1.98

継

0.00 0.00 0.

続

01 0.01 0.01

に

0.01 0.01

0 1

よ

3,007 11,56

る

6 11,432 16,

成

387 16,387 1

果

6,387

0 28,7

向

24 25,564 26

上

,790 34,454

の

34,454 34,4

可

54

● ○ ○ ○ ○ ○ ○

平

能

成２２年度に平塚市職

性

員育成基本方針を見直

低

し、新たな方針に基づ

そ

いた研修方針を策定し

の

ていきます。

職員育成

他

基本方針に基づき、計

事

画的に研修事業を実施

業

していきます。

研修事

の

業の実施方法等を工夫

目

し、研修受講生の満足

的

度を
上げるとともに、

､

効果的な事業運営を検

対

討していきます
。

象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平

項

成22年度 平成23年

目

度 平成24年度 平成2

分

5年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成23年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成23年度の取

の

組方針

課長コメント

□
抽

市として行政の民主的

出

かつ能率的な運営に資

総

するため、
●□ 職員の

合

職務遂行に必要な知識

評

及び技能を増進するこ

価

とは

■ 必要です。 ○
□

市

□ 複雑・多様化する住

民

民ニーズに対応するた

ニ

め、職員には
●■ 高い

ー

政策立案能力などが求

ズ

められるため、効果的

高

と考え

□ られます。 ○

事

□
■ 職員の公務能率の

業

向上を図るため、それ

目

ぞれの目的に合
●

□ っ

的

た研修事業を計画的に

の

実施することは妥当で

達

す。
○

□
○

□
□ 研修事

成

業の実施にあたり、外

状

部委託や庁内講師の活

況

用な
●

□ ど効果的な手

必

法を検討することは効

要

率的です。
○

■
○

□

平

性

塚市職員育成基本方針

市

の見直しを含め、地方

の

公務委員を取り巻く環

関

境の変化と多様化する

与

住民ニーズに的確に対

の

応するため、
効率的か

必

つ効果的な研修手法を

要

研究することが必要で

性

す。

自己啓発研修、職

低

自己啓発研修、職自己

事

啓発研修、職自己啓発

そ

研修、職自己啓発研修

の

、職自己啓発研修、職

他

場研修、集合研修場研

上

修、集合研修場研修、



1 頁

そ

ベルの向上が図られま

の

した。

Ａ：成果があが

他

った

　】 【協働： 】

目的・目標 事業の概要

２.事業の検証

指標名 単位

説明・算定式

活動指標① 平成19年度 平成20年度 平成21年度 平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度
目

標

実

績

指標名 単位

説明・算定式

活動指標② 平成

１

19年度 平成20年度

.

平成21年度 平成22

事

年度 平成23年度 平成

業

24年度 平成25年度

の

目

標

実

績

指標名 単位

説

位

明・算定式

成果指標①

置

平成19年度 平成20

付

年度 平成21年度 平成

け

22年度 平成23年度

事

平成24年度 平成25

務

年度
目

標

実

績

指標名 単

事

位

説明・算定式

成果指

業

標② 平成19年度 平成

名

20年度 平成21年度

事

平成22年度 平成23

業

年度 平成24年度 平成

担

25年度
目

標

実

績

当

予

進捗状況
遅れ

算

ている理由

平成21年

科

度の主な取組と成果

平

目

成21年度
の検証結果

事

事業評価シート (平

業

成21年度分) 頁

情報

種

セキュリティ推進事業

類

企画部　広報・情報政

ハ

策課

01－02010 ー6－100000 ○ ●ド

13 市民の視点に立ち

ソ

、成果を重視した行政

フ

経営を展開するために

ト

行政改革の
01 市民の

根

視点に立ち、成果を重

拠

視した行政経営を展開

法

するために
位置付け

0

令

2 成果重視の行政運営

等

職員         対      ～ 平成２象 １年度

□ ■ □ □

個人情

・

報や、行政運営上の重

受

要な情報及びシステム

益

が様々な脅 情報セキュ

者

リティを推進するため

事

、セミナーなどを開催

業

すると
威から守られて

期

います。 ともに、内部

間

監査を充実します。

情

委

報セキュリティセミナ

託

ー参加者数 人

－

100

、

100

98 113

情報

協

セキュリティ内部監査

働

の被監査部門数（累計

【

） 課

－

80 104

83

委

113

①：予定どおり

託

９課の情報システム及

：

び２０課の業務用パソ

3

コンの管理取扱い等に

セ

ついて内部監査を実施

ク

し、指摘事項について

・

は改善を求め、
是正の

財

確認を行いました。監

団

査結果については、情

企

報化推進本部に報告し

業

、また情報化セミナー

Ｎ

においても取り上げて

Ｐ

情報の共
有化に努めた

Ｏ

結果、セキュリティレ



2 頁

位

と実施

0 0 0 0 0 0 0

施

0 0 0 0 0 0 0

0 0 0

策

0 0 0 0

0 0 0 0 0 0

へ

0

0 0 966 0 0 0 0

の

0 0 966 0 0 0 0

0

貢

.00 0.00 0.0

献

0

0.00 0.58 0

高

.71 0.00 0.0

市

0 0.00 0.00

0

民

.00 0.00 0.0

満

0 0.00 0.00 0

足

.00 0.00

0 4,

度

867 5,933 0 0

を

0 0

0 4,867 6,

高

899 0 0 0 0

○ ○ ○

め

○ ○ ○ ●

平成22年度

る

からはICT活用推進

方

事業に統合して推進し

策

ます。

平成22年度か

業

らはICT活用推進事

有

業に統合し、情報セキ

効

ュリティを推進するた

性

めに、セミナーの開催

継

や内部監査を実施し、

続

継続
的に改善していく

に

ことにより、セキュリ

よ

ティレベルの向上を図

る

っていきます。

ICT

成

活用推進事業に統合し

果

、情報セキュリティを

向

着実に
推進し、セキュ

上

リティレベルの向上を

の

図っていきます。

可能性 低
その他

事業の目的､対象､内容
分 高

受益者負担､補助額
妥当性 中

業務の執行体制(人員配置､業務分担)
低

その他
析

業務プロセス改善による効率化の方策
高

コスト削減の可能性
効率性 中

事業手法(民活の余地､事業形態の検討)
低

その他

今後に向けた課題の分析

３.年度別事業内容・事業費 （単位：千円）

平成19年度 平成20年度 平成21年度 平

項

成22年度 平成23年

目

度 平成24年度 平成2

分

5年度

決算額 決算額 決

析

算額 予算額 試算額 試算

の

額 試算額

事業内容

国庫

視

支出金
財

県支出金
源

起

点

債
内

その他　特財
訳

一

左

般財源

事業費（A）

執

記

行率（%）

内 職員（人

の

）

訳 再任用（人）

人件

視

費（B）

フルコスト（

点

A+B）

に関

４.今後の事業展開

す

（担当課としての提案

る

）
平成23年度の事業

分

の方向性

現状の規模で

析

継続 拡大して継続 縮小

・

して継続 廃止 休止 終了

課

他事業と統合

＜判断理

題

由＞

平成23年度の取

の

組方針

課長コメント

□
抽

職員の情報セキュリテ

出

ィのレベル向上を推進

総

することに
●■ より、

合

業務に係るさまざまな

評

情報資産が守られます

価

。

□ ○
□
□ 情報セキュ

市

リティの継続的改善を

民

進めることにより、セ

ニ

●□ キュリティレベル

ー

が向上します。

■ ○
□

ズ

■ 情報セキュリティ内

高

部監査及びセミナーを

事

実施すること
○

□ によ

業

り、職員意識を啓発す

目

ることができます。
●

的

□
○

□
□ 情報セキュリ

の

ティの推進業務支援を

達

専門業者に依頼して
○

成

■ いましたが、ノウハ

状

ウの蓄積が進んだので

況

、支援内容を
●

□ 縮小

必

してコスト削減を図り

要

ます。
○

□

個人情報や

性

重要な情報資産を様々

市

な脅威から守るために

の

は、情報セキュリティ

関

ポリシー等のルールの

与

遵守状況を、継続して

の

確認
し、改善し、セキ

必

ュリティレベルの向上

要

を図っていくことが必

性

要と考えています。

内

低

部監査実施、研内部監

事

査実施、研

修・セミナ

そ

ーの実修・セミナーの

の

実

施、セキュリティ施

他

、セキュリティ

対策の

上

検討と実施対策の検討
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